
農家組合員の所得増大と

農業生産の拡大
地域の活性化 協同の強化

Ｊ Ａ いわて 花巻

自己改革の取り 組みについて

自己改革を実践するための具体的な方針

自己改革を支える経営基盤の確立・ 強化の取り 組み（ シミ ュレーショ ンや経営基盤の強化策等）

　 Ｊ Ａ いわて花巻は、令和４ 年度に新たに策定し た第５ 次中期経営計画（ 令和４ 年度～令和６ 年度）に基づき 、「 農業」

と「 く らし・ 組織・ 経営」それぞれに取り 組みテーマや重点取組項目を掲げ、その達成に向けて取り 組みまし た。農業生

産において、水稲は作況こそ平年並みであっ たも のの、夏場の低温や長雨の影響により 収量が減少し ､最終集荷実績

は145万袋と 目標の16 5万袋を 大きく 下回る結果でし た。野菜は低温や長雨により 収穫量が大きく 減少し まし たが､

果樹はリ ンゴの生育が順調で、目標の27万ケースを超える集荷実績をあげること ができまし た。また、イベント につい

ては各地域で３ 年ぶり に収穫感謝祭を開催し 、組合員や地域住民から 好評をいただきまし た。

　 今後もＪ Ａ いわて花巻は、総合事業を基本と して地域になく てはなら ないＪ Ａ であり 続けるため、自己改革の実践を

支える持続可能な経営基盤の確立・ 強化と と も に、組合員と の徹底し た対話を 通じ て「 不断の自己改革」に取り 組んで

まいり ます。

１ ．「 担い手と の対話」を原点として、 訪問活動や座談会などを通じ て、 ニーズを的確に把握し ます。

２ ．「 農業者の売上増加・ コ スト 低減」につながる必要な取り 組みについて、 担い手目線で目標及び具体策を策定・ 実践し 、

改革の目的である「 所得増大」を実現するほか､「 地域の活性化」や「 協同の強化」にも 取り 組みます。

　 農業・Ｊ Ａ を取り 巻く 環境は非常に厳し い状況であり 、Ｊ Ａ 経営においては、 総合事業を支える信用・ 共済事業の収益が年々減

少しています。 さらに営農の利用施設（ カント リ ー、 園芸センタ ー等） においては、 電気料や燃料費等の高騰、 今後見込まれる

施設修繕により 、 運営コスト が上昇していきます。

　 これらのこと を加味し 、 現状のまま事業改革を進めなかった場合（ 成行） のシミ ュレーショ ンを行ったところ､令和９ 年度の事

業利益は１ 億円程度と なる見通しと なり まし た。

　 事業伸長や経営基盤強化など、 改善に向けた取り 組みを実践すること により 、 令和９ 年度の事業利益は２ 億円以上確保でき

る見込みですが、 経営に影響を及ぼす事由が発生する懸念も あること から 、 あら ゆる環境変化を的確にと ら え、 機動的に計画

の見直し を検討し ながら 事業を展開してまいり ます。

自己改革の実践に向けた組合員の意思反映（ 准組合員の意思反映等の方針）

　 自己改革の実践にあたっては、 改革の評価の把握に向けた正組合員と の対話や集落座談会のみならず、「 正組合員と と も に、

地域農業や地域経済の発展を支える組合員」、「 農業振興の応援団」 である准組合員の声も 聴く こと で、 正組合員と 准組合員が

一体と なったＪ Ａ 運営を実現し 、 組合員の評価を踏まえながら 必要な見直し を行います。

　 また、 准組合員の事業利用にあたっては、 正・ 准組合員の利用状況を把握し たう えで、 改革の目的である「 農業者の所得増大」

につながるよう 取り 組みます。

３ ． 自己改革の取り 組みと 成果について、 訪問活動や座談会などを通じ た対話により その評価を把握し 、 次の改革につなげる

こと で※PDCA サイクルを回し 、 不断の自己改革を着実に実践し ます。

ア． 銀河のしずく の作付拡大（ 米穀）

イ． Ｊ Ａ 独自支援の充実による作物振興（ 園芸）

ウ． 新たな奨励措置の創設、 予約供給価格等の引き下げ（ 生産資材）

エ． 次世代等農業者支援制度の創設

ア． 「 支店を核」 とし た事業運営の展開

イ． 支店企画イベント の充実（ 地域貢献､「 地域農業・Ｊ Ａ のファンづく り 」 に向けた取り 組みなど）

自己改革の目的

「 農家手取り 向上」( 農家組合員の所得増大と 農業生産の拡大) のため､次のこと を取り 組みます。

「 地域の活性化」や「 協同の強化」に向けて、次のこと を取り 組みます。

※PDCA サイクル：「 計画→ 実行→ 評価→ 改善」 を継続的に繰り 返し 、 次の行動や取組内容等に反映させる手法

Ｊ Ａ いわて花巻 自己改革工程表（ 第５ 次中期経営計画の主な振り 返り ）
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取組内容（ 重点取組項目） 成果指標
令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

実　 績 目　 標 実　 績 目　 標 実　 績 目　 標 実　 績

銀河のしずく の作付拡大

効果 取扱高増
作付面積 406 ha 465 ha 501 h a 800 ha ― 2,400ha ―

JA独自支援の

充実による作物

振興（ 園芸）

効果 取扱高増

効果 コ スト 削減

ねぎ産地の確立

作付面積 31 .7 ha 35 .4 ha 34 .7 h a 40 .2 ha ― 50 h a ―

販売額
150
百万円

217
百万円

135
百万円

※前年同期対比

　 106.4%

249
百万円

―
302　 　

百万円
―

地 域重点品目に

対する支援等によ

る販売高の増加

園芸販売高

総額

( 百万円)

2 ,762
百万円

3 ,400
百万円

2 ,920
百万円

3 ,484
百万円

―
3 ,592

百万円
―

新た な 奨励措置
の創設、予約供給
価格等の引き下げ

（ 生産資材）
効果 コ スト 削減

JA利用量等に

応じ た新たな

奨励施策の実施

新奨励

措置の

創設

― 制度設計

肥料高騰対策

を 優先する た

め 、次 年 度 以

降へ繰越

実施 ― 継続 ―

次世代等農業者支援制度の創設

効果 コ スト 削減

年間

助成額
― 5 ,000

千円

1 ,132
千円

（ 利用者40件)

5,000
千円

―
5 ,000

千円
―
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取組内容（ 重点取組項目） 成果指標
令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

実　 績 目　 標 実　 績 目　 標 実　 績 目　 標 実　 績

「 支店を核」とし た事業運営の展開
組合員課の

設置
― 設置の検討

令和5年３ 月
に設置

（ 全本支店）

設置 ― 設置 ―

支店企画イベント

の充実
（ 地域貢献、「 地域農業・

Ｊ Ａ のファンづく り 」に

向けた取り 組み等）

支店感謝デ ー の

開催

17本支店

年４ 回実施

一部支店

にて実施

全本支店

実施

全本支店
年４ 回実施

全本支店

実施
―

全本支店

実施
―

デ ジ タ ル 化 対 応

に係る支援

スマホ教室

の開催

一部支店

にて実施
全支店実施 全支店実施 全支店実施 ― 全支店実施 ―

経
営
基
盤
の
確
立
・
強
化

取組内容（ 重点取組項目） 成果指標
令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

実　 績 目　 標 実　 績 目　 標 実　 績 目　 標 実　 績

事業管理費・ 費用（ 事務）削減、

デジタル化への取り 組み
各部門にて
協議・ 検討

― 検討 検討中 検討 ― 検討/実施 ―

赤字部門の

収支改善

園芸センタ ー事業 検討継続 ― 検討/実施 検討中 検討/実施 ― 検討/実施 ―

介護保険・

高齢者福祉事業

中期経営
計画期間中に
今後の方向性

を決定

― 検討/実施

令和4年9月末
グリ ーンホーム落合

( 落合温泉) 廃止

※その他事業所の

運営も 継続検討

検討/実施 ― 検討/実施 ―

効果的・ 効率的な

要員配置、部門間

連携の取り 組み

畜産センタ ー設置

による 広域連携と

人材育成

機構変更 ― 検討/実施
令和4年

3月に実施
― ― ― ―

対
話
・
意
思
反
映

取組内容（ 重点取組項目） 成果指標 令和3年度　 実績 令和4年度　 計画 令和4年度　 実績

集落座談会の開催 参加者数

コ ロナ禍により 実開催は

未実施
※書類送付による質問の受付

秋期： 1,800名

冬期： 2,000名

正組合員戸数の10% 以上

秋期：１ ,１１3名 

出席割合 6.6%
※一部地域において参集者を限定し て実施

冬期：１，４４４ 名

　 　   出席割合 8.4%
※令和4年度末正組合員戸数17,144戸

准組合員モニタ ー制度
　 ※アンケート

参加者数 27名 50名 50名

地域コミ ュニティ 紙発行

によるアンケート
アンケート

提出人数

夏： 108名

冬： 247名

夏： 300名

冬： 300名
夏： 277名、 冬： 309名

32




